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概 要
Linuxサーバの活用は進んでいるが，デスクトップ用

途としての活用はあまり普及していない．しかしデスク
トップ分野における Linux活用あるいはOSSの活用は，
特定ベンダのロックイン回避という面から，今後の IT
産業発展のためにも不可欠である．本論文では，これま
で Linuxのデスクトップ利用普及，さらには OSSのデ
スクトップ利用普及を目指して様々な活動を行ってきた
筆者らのグループによる活動と成果について報告する．
それを踏まえて，デスクトップ用途に対する Linux活用
普及推進に今後も必要な活動について述べ，デスクトッ
プ用途のコンピュータに対する意識は更なる改善が必要
であることと，それに対してどのような取り組みが行わ
れているか，現時点での課題は何かについて論じる．

1. 背景と目的
直近 10 年間の IT 産業を振り返ると，Linux はビジ

ネスの主要コンポーネントとして認知され，その活用
も積極的に進められてきた．ただしそれはサーバ分野を
中心とした話である．X Window System をベースに，
GNOMEやKDEなどの優れたデスクトップ環境が開発
され，幅広い分野に向けた数多くのOSSアプリケーショ
ンがネット上に溢れているにもかかわらず，Linuxデス
クトップ活用の普及はなかなか進んでいない．

1.1 背景
2006 年に発行された Linux オープンソース白書 [1]

によるアンケート調査（n = 605）によれば，Linuxを
サーバとして利用している割合が 38%であったのに対し，
デスクトップ用途で活用している割合は 5%に満たない
（図 1）．Ubuntuのようなデスクトップ向けに調整され
たディストリビューションが台頭したり，また技術的問
題はかなりの部分が解決されたりと，デスクトップ用途
として Linuxを用いるまでの敷居は調査当時と現在を比
較するとかなり低くなっているとはいえ，未だにデスク
トップ利用でのシェアは少ないまま留まっている．
このような状況に陥っている理由は本稿で示すように

いくつか考えられるが，少しでも Linuxおよび OSSの
デスクトップ領域における普及を推進するために，有志
により調査研究グループが立ち上げられ，様々な活動が
行われてきた．本論文ではその活動を紹介し，いくつか
の成果と今後の展望について述べる．

1.2 活動の目的
もとより Linuxや OSSのデスクトップ利用に関して

は，消費者サイドからの「ベンダによるサポートの不足」
や「プリインストールモデルがほとんど無い」といった
指摘が寄せられており，システム管理者と導入決定者が
ほぼイコールであるサーバ分野とは状況が異なっていた．
しかし，昔はデザインやマルチメディア処理の分野では
Macintoshが好まれていたというように，対象分野を考
慮すればデスクトップ用途においても Linuxの有効性は
存在すると考える．
筆者は，デスクトップ用途においてごく特定のプラッ

トフォームがシェアのほとんどを占めている現状には多
くの問題があると認識している．特定のOSやアプリケー
ションが寡占状態となることにより，競争原理によるイ
ノベーションが生じにくくなる．それらも含めて，市場
における技術的な多様性が存在することが望ましい．こ
のような目的意識のもとで，筆者らのグループは「Linux
デスクトップ活用の普及に向けた活動」を進めてきた．

1.3 本論文の構成
本稿ではまず，ITエンジニアにとって Linuxデスク

トップは技術的にほぼ不足がないことを 2章で紹介する．
ただし一般ユーザには Linuxデスクトップがやや縁遠い
ものであることも事実であり，その点は本稿の後半で明
らかにする．3章ではデスクトップ利用の普及を促進す
るために組織されたグループについて紹介する．続く 4
章でこれまでの成果について報告する．5章では直近の
活動状況と課題について述べ，最後の 6章でまとめる．

2. Linuxデスクトップの可能性
筆者らが欧米のOSS開発者と日本のOSS開発者を比

較 [2]した際に，欧米では Linuxや FreeBSDといった
OSSを自らのデスクトップ端末として利用しているのに
対し，日本のOSS開発者の多くはWindowsを自らのデ
スクトップ端末として利用しているという，一見して奇
妙な現象が明らかになった．ただしこの結果に対しては，
日本における状況の特殊性を説明する分析が [2]におい
て成されている．すなわち，「日本の OSS開発者の多く
はWebアプリケーション開発者であり，自らのデスク
トップ端末からサーバにログインして開発，開発結果は
多くのユーザが想定されるWindowsクライアントで検
証する」というものである．
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図 1: Linux利用のシェア（サーバおよびデスクトップ）

2.1 十分に成熟したデスクトップ技術
現在のLinuxデスクトップは，WindowsやMac OS X

のユーザインタフェースに同等もしくはそれ以上のルッ
ク・アンド・フィールを提供し，商用ソフトウェアに匹
敵する品質の様々な OSSアプリケーションが提供され
ている．4章で報告する課題のいくつかについても現在
では解決されているものも多い．技術的な課題に関して
はほぼ解決しており，日常における利用に差し支えない
レベルに達している．

Ubuntuデスクトップのスクリーンショットを図 2に
示す．本稿も geditを用いて執筆し，同時に Rythmbox
でオンラインラジオによる音楽を流しながら LATEXでカ
メラレディ原稿作成に向けた組版作業を行っている．

2.2 アプリケーションの提供状況
もともと Unixクローンを目指して開発されたとの経

緯を考えれば，ITの研究開発に関するツールが Linux
には豊富に揃っていることは本稿で今さら指摘するま

図 2: Ubuntuのデスクトップ画面

でもない．Engineering Work Station として活用する
には不足なく，さらに昨今ではMozilla Firefox（ウェブ
ブラウザ），同 Thunderbird（メールクライアント）や
OpenOffice.org（オフィススィート）など一般的な事務
職が日常業務で使用するアプリケーション，さらにはコ
ンシューマ向けアプリケーションも必要十分に揃ってい
るといえる．
これらのアプリケーションが現在どれだけ揃っている

かについては，興味深い調査結果が「OSSオフィスアプ
リケーションカタログ」[3]としてまとめられている．こ
の調査では，Linuxデスクトップでの活用に限らないが，
オフィスで活用できるOSSの一覧がカタログとして作成
された．さらにこのカタログではそれぞれのアプリケー
ションについて，成熟度や日本語対応，サポートの有無
といった項目について 5段階で評価結果がまとめられて
おり，デスクトップで利用できるOSSアプリケーション
を選択する際に有効な示唆を与える．

3. デスクトップ普及戦略検討タスクフォース
前章で述べたように利用環境は着実に揃っていながら

も，OSSデスクトップ普及の速度は遅い．なかなか普及
が進まないOSSデスクトップ（Linuxデスクトップを含
む）を，いかにして普及させるか，効果的に普及させる
ためには何が問題で何をしなければならないかといった
事項を議論するために設置されたグループがデスクトッ
プ普及戦略検討タスクフォース（以下，タスクフォース
を TFと表記する）である．本 TFは毎月 1回程度の頻
度で会合を持ち，かつMLを介して活発な議論を日常的
に行っている1．
本章では，その位置付けと活動の経緯について報告

する．

1TF の参加資格は「日本 OSS 推進フォーラム会員および主査が
推薦した者」となっている．すなわち誰でも参加できるということで
ある．本活動に興味を持ち，共に議論および活動を進めたいという方
は，ぜひ筆者まで連絡してほしい．

2



図 3: 日本 OSS推進フォーラム

3.1 デスクトップ普及戦略検討 TFの位置付け
本TFは，日本OSS推進フォーラムのプラットフォー

ム部会に設置された TFの 1つである．本 TFの主査は
筆者が担当している．本 TFが設置されたのは 2008年
4月であり，今年度は 2年めの活動となる．
日本 OSS推進フォーラムとは，「日本における情報シ

ステムのユーザ，ベンダ，学識経験者の有識者によって
構成される組織」2であり，OSSの活用上の課題につい
て自由な立場で議論し，課題解決に向けての取組みを行
うとされている．OSS推進フォーラムには現在，プラッ
トフォーム部会，アプリケーション部会，人材育成部会，
組み込みシステム部会の 4つが設置されている（図 3）．
デスクトップ利用の推進を議論する本TFは先に述べた
ようにプラットフォーム部会の下に設置されている．な
おプラットフォーム部会にはその他に北東アジアOSS推
進フォーラム TF，セキュリティTF，メッセージデータ
ベース TFといった各 TFが置かれている．
なお日本OSS推進フォーラムの対象はOSSの推進で

あり，厳密にいえば Linuxのみを推進する団体ではない
ことには留意されたい．したがって本TFも，実際には
Linux デスクトップだけを推進しているわけではない．
本TFの趣旨としてはOSSデスクトップの普及が第 1の
目的であるため，Linuxデスクトップ環境上のプロプラ
エタリなソフトウェア利用も賛成の立場をとる．また逆
にプロプラエタリなOSやデスクトップ環境の上におけ
る OSSのアプリケーション活用も支援する．

2IPA にてホスティングされている日本 OSS 推進フォーラムの
ウェブサイト上での表記による．

図 4: 課題抽出 TFによる作業フロー （出典: [7]）

3.2 活動の経緯
本 TFにはその前身となる活動が存在する．昨年度の

初めに日本 OSS推進フォーラムの体制が整理される前
まで，部会のレベルで「デスクトップ部会」が存在した．
その部会の下で，OSSデスクトップが普及するための阻
害要因を解明するための作業グループが，「課題抽出タス
クフォース」として設置されていた．同TFの主査およ
びメンバはほぼ本 TFと同じ構成であり，事実上，継続
的な活動を行っていたと考えてよい．
デスクトップ部会における課題抽出 TFは，2006年

度から 2年間活動を行った．したがって本活動はデスク
トップ普及戦略検討 TFの 2年も含めて今年で足掛け 4
年間にわたる活動となる．そのなかで様々な活動を進め
てきたが，残念ながら未だ決定的な打開策に至っていな
い．これまでの活動を通じて，Linuxデスクトップおよ
びOSSデスクトップアプリケーションの普及には，TF
メンバだけでなく周囲を巻き込んだ活動が必須であるこ
とを学んだ．

4. Linuxデスクトップ普及に向けたこれまでの成果
本章では課題抽出 TF の成果および昨年度のデスク

トップ普及戦略 TFによる活動の成果について述べる．

4.1 阻害要因の収集と分析
そもそも課題抽出TFは，学校や自治体におけるLinux

デスクトップ利用の実証事業3において明らかになった
課題を整理し，解決に向けたアクションを起こすことを
目的として作られたグループである．
本 TFが最初に手がけた作業の手順を示す（図 4）．

3これらの実証実験は，日本 OSS 推進フォーラム・デスクトップ
部会の前身となるデスクトップ WG （ワーキング・グループ）がそ
の実施を提言し，コンピュータ教育開発センター（CEC）や情報処理
推進機構（IPA）が推進した．
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1. Linuxデスクトップ導入に関する各種の実証実験の
報告書から問題点を抽出

2. 抽出された阻害要因をいくつかのカテゴリに分類
3. 各分類に対し実証実験の種別（学校，自治体，官
公庁）に分けて結果を整理

4. 整理した項目を踏まえてアンケートを実施，重要
度や緊急度を評価

5. アンケート結果を踏まえ，可能なものについては
解決策を検討して提示

なお本作業のインプットには，学校で実施した Linux
デスクトップ導入プロジェクトに関する各実証実験報告
書 [4, 5, 6]の他，自治体と官公庁における実証実験の結
果も用いた．
自治体の状況に関しては，当時まだ報告書が公開され

ていなかった自治体における Linuxデスクトップ導入実
証実験のうち，栃木県二ノ宮町で実施されたプロジェク
トの関係者に協力をお願いした．同氏からは，自治体で
の導入実験で得られた課題の一覧と解決策の原案が提供
された．また官公庁の状況については，経済産業省で実
施した実験の評価をもとに分析を加えた．本実験の成果
報告書は公開されていないが，その一部はニュース記事
として公開されている．

4.2 Linuxデスクトップ普及の阻害要因
上記の分析を行った結果，洗い出された課題を 31項

目に分類した．これら 31項目に分けられた問題点は，さ
らに大きな括りとして，技術的な課題，操作性・ユーザ
教育・サポートなどの課題，セキュリティに関する課題，
システムを取り巻く環境に関する課題，導入・運用に関
する課題の 5つに整理した．
分類した結果を表 1に示す．ここに列挙した項目の内

容に関する詳細に関しては，課題抽出 TFがまとめた報
告書 [7]を参照されたい．

表 1: 普及を阻害する要因の数々

技術的な課題
アプリケーション，デスクトップ・ユーティリティ，WWW
関連，簡易データベース，オフィス文書データの互換性，
サーバへのアクセス，C/S システム，文字コードの問題，
外字，印刷，周辺機器，クリップボード，OSの起動，PC
の設定

操作性，ユーザ教育，サポートなどの課題
ユーザインタフェース，日本語入力，日本語化の問題，サ
ポートの不足，リテラシー，ユーザ教育

セキュリティに関する課題
職員の個人認証 IC カード，電子署名，GPKI 対応，ファ
イルの暗号化，電子メールの暗号化

システムを取り巻く環境に関する課題
上位組織による指示（下位組織への指示）・依頼文書フォー
マットの問題，データ流通に関する環境的課題，アプリケー
ションの指定

導入・運用に関する課題
システム導入に関する基本的な問題，運用のコスト，情報
の入手

図 5: WWW非互換問題の例

なおこれらの課題は 2007年 3月に [7]をまとめた時点
のものであり，このなかには既に解決済みのものも多い．
例えば，当時指摘されていた課題の 1つに，圧縮解凍ツー
ルの日本語対応が不十分という問題があった．また各種
アプリケーションの互換性も不十分であるという指摘が
なされている．文字コードの話題も含めて，未整備の状
況も残されていた．これらに関しては，最新の Linuxデ
スクトップ環境において，ほぼ解決に至っている．
インタフェースや規格の標準化が進んだことも幸し，

周辺機器の対応状況も整備が進んだ．また完全な解決に
至らないまでも，対応策が検討されている例もある．

WWW 関連の問題として指摘した内容は，Mozilla
Firefoxや Internet Explorer，Safariといったブラウザ
の実装によりレンダリングや JavaScriptロジックの動作
が異なり，異なるプラットフォームではシステムの設計
者が期待した状態の表示や動作が行われないというもの
であった．これはとくに，Internet Explorerに最適化さ
れたウェブサイトに Linuxデスクトップからアクセスす
ると支障が出るといった点で大きな阻害要因となってい
た．当時は Internet Explorerが 90%以上のシェアを占
めており，そのようなウェブサイトも数多く存在した．
その例を図 5に示す．
この問題に関する対応策は，日本において調査が実施

[9]されただけでなく，日中韓の共同プロジェクトであ
る北東アジア OSS推進フォーラムのワーキンググルー
プでも検討された．本件に関しては，その結果が報告書
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出典: http://pirkar.ashikunep.org/

図 6: Webデザイナ向け支援ツール Pirka’r

[10, 11]としてまとめられただけでなく，Webデザイナ
に対して問題となる非互換箇所を明示的に指摘すること
で互換性の高いコンテンツの作成を支援するツール [12]
も開発された（図 6）．
このように，多くの技術的課題は解決もしくは代替案，

対応策の検討が進んでいる．しかし一方で，リテラシー
の問題やデータ流通に関する環境的課題，ユーザ教育や
情報の入手方法といった技術的課題以外の問題点に関す
る解決は，残念ながらあまり進んでいない．

4.3 アンケートの実施
前述の手順で整理した課題一覧を元に，デスクトップ

における OSS導入に関するアンケートを実施し阻害要
因に対する認識の傾向に関する分析を行った．アンケー
トは日本 OSS推進フォーラムのステアリング・コミッ
ティ参加企業や日本情報システム・ユーザ協会の会員企
業，全国約 2,000（当時）の自治体における情報システ
ム部相当の組織へ質問紙を配布した．さらに IPAによる
イベントの来場者からも回答を募った．
なおアンケートは企業向けアンケートを最初に実施し，

2006年の 9月から 10月にかけて実施した．また自治体
向けアンケートは配布・回収手続きの事情により 2006
年末から 2007年 2月にかけて実施された．このような
実施時期のずれはあるものの，アンケートの質問項目は
若干の軽微な修正4を除き同じ内容である．
アンケートは企業および個人から 44件，自治体から

197件の有効回答を得ることができた．なお自治体に対
するアンケートの送付総数は 1,973通であり，回収率は
10.0%であった5．

4自治体向けアンケートでは「業種」を問う必要が無いので削除し
たなど，本質とは無関係な修正に留めた．

5企業および個人に対してはイベント会場で希望者のみに対して配
布したものも含まれるため，回収率を計算することはできない．

アンケート結果の詳細は [7]および [8]に譲るが，課題
に対する深刻度の受け止め方に温度差はあるものの，全
体に一定の傾向が存在することが判明した．
図 7はこの結果を端的に表している．このグラフは，

自治体からの回答 197件に関して，横軸を行政区分，縦
軸は「様々な課題の重要度」として回答内容をプロット
したものである．ここでは重要度の分布に着目してみた
い．重要度は，「重大な問題だと思う」「問題だと思う」
「どちらともいえない」「問題と思わない」の 4択を，そ
れぞれ赤色（◎），橙色（○），白（－），緑色（×）と
して記号と色で塗りわけている．横軸は，「重要な問題で
ある」とする回答数および「問題である」とする回答数
を重み付けのうえ得点化し，得点の大きい順にソートし
た．縦軸は課題の重要度得点でソートされている．
図 7では行政単位（市町村および県）で区分して表示

した．各区分のいずれでも，ほとんどの課題を重要と考
える立場から，いずれも問題ないと考える立場まで，比
較的きれいに推移している傾向を見てとることができる．

4.4 デスクトップ普及に向けた提言の検討
これらの結果を踏まえ，課題抽出 TFの活動はデスク

トップ普及戦略検討 TFに受け継がれた．デスクトップ
普及戦略検討TFでは，2008年度の活動成果としてOSS
デスクトップ普及に向けた提言 [13]をまとめている．
本提言の目的は，Linuxデスクトップを含むOSSデス

クトップ利用に関する周辺環境は劇的に向上した一方で，
利用者だけでなくベンダや経営者のマインドセット変化
が追いついていないことを主張し，ビジネスを推進する
主導者に対してデスクトップ領域にも目を向けさせると
ころに置かれている．その具体策として，共通文書形式
に関する ODF利用の推進や，Linuxプリインストール
機器の推進，インターオペラビリティの確保，公的機関
や大手ベンダーのマーケットドライブによる利用者マイ
ンドセットの変革等を指摘した．

5. 直近の活動と今後の予定および課題
前章では，これまでの TFが進めてきた活動状況と成

果の概要を簡単に報告した．続いて，現在の状況を整理
したうえで，TFによる直近の活動と今後の展望，現在
直面している喫緊の課題について述べる．

5.1 Linuxデスクトップに関する環境の変化
先に紹介した提言では，「そもそも現状維持でよいのか」

という問題提起が必要であることを指摘した．Windows
XPやそれ以前のクライアントを前提としたシステム構
築や，Internet Explorerバージョン 6のみの利用を要求
するWebアプリケーションなどでは，Windows XPサ
ポートの終了を迎えた時期に固定化されたクライアント
環境の寿命問題が顕在化する．
これらの問題に対応するには，「オープン標準」を前提

としたシステム構築への意識改革が不可欠である．この
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図 7: 課題の重要度に対するアンケート結果の分布 （出典: [8]）

ようなシステムであれば，ユーザにはクライアントに対
する選択の余地が残され，Linuxデスクトップが利用で
きないという環境要因による制約は解消する．
これらは現在さかんに議論が交わされているクラウド

コンピューティングにおいても重要な論点である．
残念なことに現状ではクラウドコンピューティングの

文脈でユーザインタフェースを担うクライアントの実装
に対する議論が軽視されている傾向にある．しかしその
実装レベルまでおさえて Linuxデスクトップでも対応で
きるような柔軟性を持たせておかないと長期的なシステ
ムの維持が難しくなるということを，筆者らは過去の報
告 [14]で指摘した．
また，いくつかの地方自治体や企業においてOpenOf-

fice.orgの導入が加速したり，多くのオフィススイート製
品において ODFのサポートが進むなど，ドキュメント
形式の標準化に対する意識も変わりつつある．OpenOf-

fice.org導入に積極的な会津若松市は，1年間で文書の
1/3強を ODFに移行できたことや，OpenOffice.orgに
移行しても生産性は低下しないことを発表 [15]し，最近
では導入ガイド文書 [16]も発行した．
その他，UMPC（Ultra Mobile PC）の動向も見過ご

せない状況である．UMPCの登場時，ライセンスコス
ト削減を狙いとして LinuxベースのOSが採用されてい
たことに Linuxデスクトップ普及の期待が高まった．
しかし日本においてはマーケティング上の判断から

Linuxベース OSは採用されず，若干のコスト高を犠牲
にして通常のノート PC と同様の販売戦略がとられる
という結末に落ち着いた．しかしここへ来て Android
や UMPC 向けの Google Chrome OS が登場し，再び
UMPCの動向は予断を許さない展開を見せている．ま
た Linuxベースの Splashtopも新たなデスクトップ OS
のあり方として注目すべき技術の 1つである．
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図 8: 情報提供による好循環への変化

5.2 サポート情報提供の試行
Linuxの利用がサーバ分野で先行した理由は，管理者

でもあるユーザが Linux の利用に対して抵抗感が少な
かったためと考えられる．翻って Linuxのデスクトップ
利用を推進するには，一般的なユーザからの理解を得
て，幅広いレベルのユーザが利用できる操作性やインタ
フェースが提供される事が不可欠である．さらに多種多
様なニーズに応えるアプリケーションを用意し，様々な
機器構成・周辺機器に対応できる柔軟性が求められるで
あろう．
本稿で既に述べたように，これらについて，技術的に

は現在のところ多くの課題が既に解消しており Linuxデ
スクトップで利用可能である．一方で情報提供やPR，サ
ポート環境の整備が遅れており，Linuxデスクトップ普
及におけるボトルネックの 1つとなっている．
デスクトップ普及戦略検討TFの昨年度における活動

の 1つとして，サポート業務の支援を目的としたデスク
トップ導入事例情報提供の試みがある．これは，「事例が
ないから導入をサポートできない」⇀↽「サポートが無い
から導入できない」という悪循環を，導入事例を提供す
ることにより「導入事例を参考にしてサポート業務を提
供する」⇀↽「サポートを活用して上手に導入する」とい
う好循環に変化させようという試みである（図 8）．
本試行においては，情報提供のプラットフォームとし

て情報処理推進機構が提供する OSS iPediaの活用を検
討した．OSS iPediaには導入事例データベースが既に
用意されていたからである．ただしこの導入事例データ
ベースに投入されていた事例データは全てサーバ構築事
例に関するものであり，デスクトップ導入の事例にはあ
まり馴染まないことが判明した．そこでデスクトップ事
例も投入できるように，情報処理推進機構に対してデス
クトップの改修を提案した．

図 9: J-SaaSの抱える問題点

現在，いくつかの Linuxデスクトップ導入事例が投入
されているが，残りの事例はデータベースの改修を待っ
て投入される予定となっている．

5.3 現在の活動と今後の予定
以上みたように Linux デスクトップ普及の推進にあ

たっては情報提供の充実が求められており，デスクトッ
プ普及戦略検討 TFでは現在も情報提供に注力して活動
を行っている．具体的には，導入の成功事例や Linuxデ
スクトップの効果的な活用方法，有効なデスクトップア
プリケーションの紹介，OSSオフィスアプリケーション
カタログから抜粋したソフトウェアのレビューといった
記事を様々な媒体で発信する計画を進めている．その中
には海外で販売されている Linuxプリインストールモデ
ルの状況や，日本における将来展開など，消費者の視点
に立った情報も含めていく予定である．
また Linuxデスクトップの普及に直接資する活動とし

て，ODF普及に関する支援活動を検討している．その
他，Linuxデスクトップの普及に関する情報収集と議論
を定常的な活動として実施している．

5.4 喫緊の課題
最後に，本 TFが現在，喫緊の課題として認識してい

る問題点を指摘する．
J-SaaS[17]は，経済産業省が中小企業を対象として進

めている業務アプリケーションの SaaSサービスである．
同省はこれまで，日本のソフトウェア市場振興施策の一
環として OSSの積極的利用を進めてきた．ところがこ
の J-SaaS事業では，利用者環境をごく特定のものとす
る，あるべき姿に反したシステム提供を進めている．
図 9は，J-SaaSを利用するために必要なユーザクライ

アントの稼働環境を説明するページの画面に注釈を加え
たものである6．システムを低コストで構築しようとし

6J-SaaS ウェブサイトにおける FAQ を表示した画面に注釈とし
て筆者が下線を付与した．
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たためか，特定のプラットフォーム，ウェブブラウザお
よび一部のバージョンのみの指定条件が明示されている．
この状況は Linuxデスクトップの普及以前の問題であ

る．現状の設定ではユーザクライアント環境の変化に追
随することも難しく早晩のシステム更改が予想され，長
期的にはシステム維持コストの観点からも望ましい状況
ではない．早急に改善の検討が望まれるところである．
本事業に参画している全ての事業者に対しては，現状

の問題点を認識することと本システムのあり方に関する
再検討を求めたい．

6. まとめ
サーバとしての用途のみならず，Linuxをデスクトッ

プ用途としても活用できることをアピールし，Linuxデ
スクトップの普及を促進する活動を筆者らは進めてきた．
そのために問題となる様々な障害を実証実験の結果やア
ンケートの実施によって明らかにし，課題を克服すべく
活動を行った．本稿ではその成果の一部を紹介した．
なお課題解決の分野は幅広く，技術的な解決はTFの

メンバ自らが行った場合もあり，また外部の技術者に働
きかけることもあった．また TFによる議論および作業
の成果は，情報発信の形で Linuxデスクトップ利用普及
に向けた啓発活動につながっている．

Linuxデスクトップ普及に向けて長年にわたり活動を
続けてきて，とくに最近になってこの分野で新たな流れ
が現れ始めた感触を得ている．その具体的な例の 1 つ
が Google Chrome OSの登場である．保守的な日本の
PCベンダは，Linuxプリインストールモデルのデスク
トップ向け PC販売を極力避けてきた．しかし Google
Chrome OSに関しては東芝をはじめとしていくつかの
PCベンダが既に検討を始めている．このようにGoogle
Chrome OSの登場は，技術的な新しさというよりも市
場におけるパワーバランスを変化させる要素として無視
できないと考えている．この潮流に期待するとともに，
筆者らの活動もこの新たな変化に対して何らかの貢献を
もって寄与していきたいと考える．
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